
 

令和６年度 学校自己評価システムシート （ さいたま市立高砂小学校 ）     学校番号 ００１                           【様式】 
目 指 す 学 校 像 『共働共励、共に育つ』の精神を基に、自分の家族を通わせたい学校を作る        

          

重 点 目 標 

１ 主体的・対話的で深い学びの実現 
２ 心と体の成長に向けた安心安全な学校づくり 
３ 地域との連携・協働の充実 
４ 教職員組織の充実 

※重点目標は４つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目は複数設定可。 

※番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、 

方策の評価指標」を設定。 

 
  

 
 

      

           学 校 自 己 評 価  学校運営協議会による評価 

年 度 目 標 年 度 評 価  実施日 令和７年２月１９日 

番号 現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策  学校運営協議会からの意見・要望・評価等 
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<現状> 
○全国学力・学習状況調査では、国語、算数、理

科の全てにおいて、全国や県の平均正答率を上
回り、学力の定着が図られている。 

○学校評価の教職員アンケート「授業では、課題
の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組
めるような指導」について肯定的回答が１０
０％に上った。 

○１月末に公開研究協議会を開催し研究の取組を
発表した。高学年の STEAMS TIME では、地域の
飲食店等と連携した取組により、学びに対する
意欲につながった割合が、児童アンケートで９
割に上った。 

<課題> 
○学校評価の児童、保護者アンケート結果による

と、９割以上が ICT 活用を実感しているが、否
定的回答も一定数あり、改善の余地がある。 

○第１５次研究２年間の研究を生かして、「主体
的、対話的で深い学び」の視点からのさらなる
授業改善が必要である。 

・学びの自律と
個別最適化、
探究化に向け
タブレットを
活用した授業
改善 

①学びの自律と個別最適化、探究化を推
進するために、スクールダッシュボ
ード、デジタル教科書、スタディサ
プリ等の ICT を活用した学びの改革
を研究し、効果検証を実施する。 

②学力・学習状況調査（全国・市）の結
果等の教育データの利活用や、「学
びのポイント『じ・し・ゃ・ク』」
を踏まえた授業改善を図る。 

①毎日２時間以上のタブレット活用クラス
を９割達成するとともに、各教科等に
おいて、児童一人ひとりが ICT を活用
した効果的な事例を蓄積、授業研究会
において実践発表を行ったか。 

②授業アンケートにより児童の実態を把握
するととともに、各種調査の分析を行
い、研修内容を修正するなど、学校と
しての手立てを構築できたか。 

①前年度同様、学校評価アンケート（児
童、保護者）で９割以上のタブレット活
用を実感。各研究パートにより、ICT を活
用した研究の蓄積、授業研究会での実践
発表を行った。 

②学びの指標、スクールダッシュボードの
アンケートによる児童の実態把握を実
施。学力・学習状況調査結果の分析か
ら、研究の手立ての構築につなげた。 

Ｂ 

タブレット端末を活用した学びの改革
として、教育 DX の有効活用を行う。
具体的には、他校の取組事例をいか
し、本校でも策定したスクールダッシ
ュボードの活用を見直すとともに、学
力・学習状況調査、学びの指標等の各
種調査により得た教育データの効果的
な利活用を図ることにより、学びの自
律と個別最適化、探究化を進める。 

 

・気軽に情報を取り出せる、端
末のよさをいかしていくこと
で、タブレットの活用を図る
のと同時に、基本的な使い
方・情報モラルなどの態度・
考え方の指導も大切である。
また、タブレットを使用する
ときの姿勢に気を付けるなど
健康に留意すること、読書の
大切さを指導することも必要
である。 

・公開研究協議会で、子どもた
ちが豊かに表現する姿を見た
が、インプットすることも大
切だがアウトプットさせるこ
との大切さを感じた。よりよ
く表現させるために、まずは
教師が手本を見せることも、
時には一つの手立てとなると
考える。 

・第１５次研究
「学びをいか
す子どもをは
ぐくむ教育課
程 の 工 夫 改
善」に向けた
研究の実施 

①「つなぎ、いかし、深める」をテーマ
に、一人ひとりの児童が学びの楽しさ
に触れ、集団等において進んで学びを
いかし、さらには学びを深める指導を
行う。 

②８パートの教科教育の研究を実施する
とともに、STEAMS TIME と関連させて
教科横断型の探究的な授業を実施する
など、児童の学びに対する意欲を高め
る指導を行う。 

①学校評価の教職員アンケート「授業で
は、課題の解決に向けて、自分で考え、
自分から取り組めるような指導」での肯
定的評価が、前年度同様１００％を達成
できたか。 

②８パートの研究成果を公開し発表すると
ともに、小学校のさいたまエンジン版と
して、高学年の STEAMS TIME で、地域の
飲食店等と連携した取組を工夫改善・実
施し、児童の学びに対する意欲を高める
ことができたか。（アンケート） 

①学校評価の肯定的評価は９７％であった
が、「できている」とする回答が前年度
より約１０％向上。前年度までの研究を
いかし、深める授業実践に少しずつ自信
をつけている。 

②１月末に公開研究協議会を開催し、研究
の取組を発表。高学年の STEAMS TIME で
は、新規店舗と連携したり、製品の製作
に携わったりして、昨年度の取組から工
夫改善を図った。アンケート結果では、
９割の児童の意欲向上を確認した。 

Ａ 

第１５次研究のまとめの年として、学
校課題研究を基盤にして、これまでの
研究をいかしたり、深い学びを目指し
て教育委員会が策定する「学びの探究
コンパス」を活用したりすることによ
り、学びをつなぎ、いかし、深め広げ
るようにする。実体験や他者との対
話・協働をはじめ、人との交流やつな
がりを重視したカリキュラム・マネジ
メントにより、STEAMS TIMEを含めた
多様な学習活動の機会を創出する。 
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<現状> 
○学校評価の教職員アンケートにおいて、「学校

は、子どもの立場になって、子どもたちに指導
し、いたずらや悪ふざけなどをやめるよう声を
かけている」の肯定的評価が１００％に上っ
た。 

○事故やケガ防止の実践力を高めるため、児童委
員会による注意喚起のための掲示や呼び掛けを
通年で行い、ケガの発生件数は前年度同程度に
留まった。学校評価の児童アンケート「自分や
友達の安全に気を付けて生活している」と回答
した割合も、前年度同等の９割以上に上った。 

<課題> 
○学校評価の児童アンケート「いじめを発見した

時は先生等の大人に話している（話そうと思
う）」割合が９割を下回った。いじめ対応を含
めて、全ての児童が学校に行くのが楽しいと思
えるよう、一人ひとりの心身の状況を的確に把
握し、教職員が連携協働しながら、組織的に支
援・相談できる体制の継続が必要である。 

・児童一人ひと
りに寄り添っ
た支援や教育
相談体制の充
実 

  
 
 

①生徒指導上の課題を早期発見・早期解
決するため、スクールダッシュボー
ドの活用や、定期的な面談等を確実
に実施。児童一人ひとりの状況を継
続的に把握し、Sola るーむの活用を
含めて組織的な体制づくりを行う。 

②道徳教育を軸として、いじめ防止の指
導を徹底し、児童の声を中心に据え
た、一人ひとりに寄り添った支援を
行う。 

①学校評価の教職員アンケート「学校は、
子どもの立場になって、子どもたちに指
導し、いたずらや悪ふざけなどをやめる
よう声をかけている」の肯定的評価が、
前年度同様１００％を達成できたか。 

②学校評価の児童アンケート「いじめを発
見した時は先生等の大人に話している
（話そうと思う）」での肯定的評価が９
０％以上となったか。 

①学校評価アンケート（教職員）で９７％
の肯定的評価を得た。スクールダッシュ
ボードの活用を図り、定期的な面談にい
かした。Sola るーむの活用について、組
織的な体制づくりを行った。 

②学校評価アンケート（児童）で肯定的評
価が８７％（前年度は８６％）となっ
た。いじめ防止の指導を行うとともに、
いじめ発生時にいじめを受けた児童に寄
り添いながら組織的に対応した。 

Ｂ 

児童一人ひとりに寄り添った支援や教
育相談体制の充実を図るために、スク
ールダッシュボードの活用、定期的な
面談等を通して、常態的かつ先行的
に、児童を支える体制をつくる。ま
た、日頃から安心して過ごせる楽しい
学校・学級づくりとして、互いのよさ
を確認できる授業づくり、自分の大切
さとともに他者の大切さも認め合える
人間関係づくりを推進していく。  

・学校内の居場所確保としての
「Solaるーむ」だが、教室に
入れない子どもが、安心して
学校生活を送るために有効で
あると感じた。さらには、
Solaるーむを利用している子
どもへの支援を通して、児童
が自己実現を図れるように、
Solaるーむの中だけで完結す
るのではなく、教室との連携
が必要であると考える。 

・主体的に安心
安全な学校生
活を送ること
ができる児童
の育成に向け
た取組の実施 

 

①保健部の教職員を中心に、校内におけ
るケガの発生場所、原因等を分析
し、児童と結果を共有するなどして
指導に生かす。 

②学校を、全ての児童にとって居心地の
よい Well-being な場所とするため
に、児童がよりよい学校生活を送る
上でのルールをつくり、取組を啓発
するなど、児童委員会の活動で工夫
を図る。 

①学校評価の児童アンケート「自分や友達
の安全に気を付けて生活している」での
肯定的評価が前年度同様を達成できた
か。（前年度９７％） 

②事故やケガ防止の実践力を高めるための
健康委員会児童の活動等を含め、自分た
ちができることは、自分たちで行う、児
童を主体とした取組を、通年で実施でき
たか。 

①学校評価アンケート（児童）で９６％の
肯定的評価のため、前年度同様を達成し
た。校内におけるケガマップを保健室に
て掲示した。 

②事故やケガ防止を呼び掛ける健康委員
会、落ち葉清掃を行った環境委員会な
ど、生活をよりよくする活動を行った。
自分たちができることは、自分たちで行
う意識で、募金活動、清掃活動の、率先
した取組にもつながった。 

Ａ 

児童一人ひとりが自分の意見をしっか
りと主張しながらも、社会の一員とし
て折り合いをつけていけるよう、学校
課題に対する取組、児童委員会の活動
等の学校での様々な活動を通して、社
会の一員として生きていく力（エージ
ェンシー）をつける。また、健康委員
会児童の活動を通して、ケガ防止の実
践力をいかし、学校安全に係る取組を
一層重視する。 
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<現状> 
○「高砂小コミュニティ・スクール推進プラン」

をもとにして、「あいさつキャンペーン」を実
施。アンケートの結果、９割以上の児童が地域
でのあいさつができたと回答した。 

<課題> 
〇関連する学校評価アンケートでは９割以上の好

評であるが、学校公開、学校 HP による積極的な
情報提供により、学校、家庭、地域が一体とな
った「地域とともにある学校」づくりをさらに
推進する必要がある。 

〇学校運営協議会発足３年目を成長進行期として
位置付け、前年度までの取組を振り返り、学
校、家庭、地域のつながりをさらに強化し、児
童の教育に生かしていけるように、取組の工夫
改善を図る必要がある。 

・目指す児童像
を地域・保護
者と共有する
ための教育活
動の公開及び
情報発信 

 

①学校運営協議会や学級懇談会、学校公
開等における周知、また、必要に応じ
た安心メールでの発信により、目指す
児童像に向けての取組を積極的に地域
や保護者と共有できるようにする。 

②毎月の便りと児童の活動の更新のほ
か、地域連携に関するページを新設
し、学校 HP を月３回以上公開する。 

①学校評価の保護者アンケート「目指す児
童像を地域、保護者と共有することがで
きた」での肯定的評価が前年度同様を達
成できたか。（前年度９６％） 

②学校評価の保護者アンケート「学校の教
育活動を保護者・地域に積極的に公開」
での肯定的評価が前年度同様を達成でき
たか。（前年度９８％） 

①学校評価アンケート（保護者）の肯定的
評価が９９％となった。安心メールでは
必要な連絡事項だけでなく、学校運営に
関する積極的な発信を行った。 

②学校評価アンケート（保護者）では、前
年度同様９８％を達成。学校 HP では、毎
月の便りや児童の活動、地域連携に関す
るページの更新を行った。 

Ａ 

１５５周年を迎える次年度は、周年事
業を通して、目指す児童像を地域・保
護者と共有する機会をとらえ、教育活
動の公開及び情報発信を積極的に行
う。児童の思いや願いを学校運営協議
会委員と共有したり、事業に取り入れ
たりして、目指す児童像に迫り、児童
が主体的に活動できるようにする。 

 

・チャレンジスクール推進事業
により、大人と子どもがとも
にかかわることにより、子ど
もたちが心豊かに活動してい
る。今後も意識的に、教職員
を含めた大人と子どものかか
わりを創出させることが大切
である。 

・地域には多様な知識・技術等
を有している人材がいる。
STEAMS TIME のように、地域
人材活用を進めることによ
り、今後も子どもたちの意欲
の向上が図っていってほし
い。 

・高砂小コミュ
ニティ・スク
ール推進プラ
ンの３年目の
実施 

①策定したプランに基づき、学校と地域
との具体的な協働体制や組織の在り方
等について熟議し、学校、地域、保護
者と協働した取組を工夫改善する。 

②学校運営協議会委員に向けて、学校運
営に係る報告を前年度以上に行い、理
解を深め、学校、家庭、地域の役割を
明確化する。 

①学校評価の保護者アンケート「学校・家
庭・地域で連携した取組が行われてい
る」での肯定的評価が前年度同様を達成
できたか。（前年度９９％） 

②「高砂小コミュニティ・スクール推進プ
ラン」として、学校、家庭、地域のつな
がりを強化する取組を実践できたか。 

①学校評価アンケート（保護者）では、前
年度同様９９％を達成した。 

②学校運営協議会委員に向けて、児童の声
が学校運営に反映されるよう、代表委員
会会議を公開した。会議で決定された
「あいさつキャンペーン」を学校、家
庭、地域が協働して実施することができ
た。 

Ａ 

高砂小コミュニティ・スクール推進プ
ランの４年目以降の「発展期」を迎え
る次年度には、学校を児童のみなら
ず、大人の学びの場ともなり、生涯の
学びの拠点となるよう、学校運営協議
会委員を含めた「高砂小学校施設のあ
り方検討会」にて熟議を行うことで、
学校を核とした地域づくりを進める。 
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<現状> 
○経験年数５年未満の教職員が、学習指導等にお

いて、自らの課題を把握し、目標を立て、毎学
期目標の達成状況を振り返ることができた。 

○教職員一人ひとりが業務改善の取組を実践した
割合が９割を超え、ストレスチェックによる健
康リスクを前年度より減少させた。 

<課題> 
○経験の浅い教職員や学習指導等に不安をもつ教 
 職員への支援を継続して実施する必要がある。 
○ストレスチェック集団分析結果の仕事の量的負

担とコントロールに関する男女差があり、原因
分析と改善策の立案、実施により、児童のため
に教職員を含めた学校全体での Well-being を高
める必要がある。 

・教職員が組織
の一員として
自覚をもち、
意欲に満ちた
教職員集団を
醸成する校内
研修の実施 

 

①組織の一員としての取組内容や自らの
資質能力の育成のため、管理職が実行
度や研修の進み具合等を随時確認して
いく。 

②管理職が経験の浅い教職員一人ひとり
の学習指導等の実施状況を、毎月把握
し、具体的な指導助言を行うととも
に、学年教師による OJT を進める。 

①学校評価の教職員アンケート「校内研修
などを通して、授業や学習指導等の改善
を図っている」での肯定的評価が前年度
比（「できている」が前年度４１％）で
向上したか。 

②経験年数５年未満の教職員が、管理職や
学年教師との対話、振り返り等を通し
て、自らの課題を把握し、目標を立て、
毎学期目標の達成状況を振り返ることが
できたか。 

①学校評価アンケート（教職員）では前年
度４１％に対して、今年度は５６％を達
成した。管理職は実行度や研修の進み具
合等を随時確認した。 

②経験年数５年未満の教職員との管理職や
学年教師との対話、振り返りを定期的に
実施した。また、自らの課題を把握し、
目標を立て、毎学期目標の達成状況を振
り返った。 Ｂ 

教職員が組織の一員として自覚をも
ち、意欲に満ちた教職員集団を醸成で
きるよう学校課題研修を核として、教
職員それぞれのチャレンジが共有でき
るようにしていく。経験の浅い教職員
については学習指導に関することやメ
ンタルヘルスに対して、学年教師によ
る支え合いを今後も進めるとともに、
メンター・メンティー制度の活用、管
理職によるラインケアを実施する。教
職員一人ひとりに応じた働き方改革の
実施による Well-being な職場の構築を
目指し、「量的な働き方改革」を引き
続き実施するとともに、働きやすさや
働きがいなど教職員の意義に関わる
「質的な働き方改革」を推進すること
により、笑いと語り合いのある心の余
裕の生まれる組織づくりを行う。 

 

・子どもたちのよりよい学びを
実現するためにも、教職員が
横のつながりを大切にし、自
分たちの働く環境をよりよく
していく学校づくりが欠かせ
ない。教職員に笑いがあるこ
とで子どもも元気になり、子
どもに笑いがあることによ
り、教職員も元気になる。 

・教職員が気楽に話せるスペー
スである「教職員スペース」
を、職員室内に確保している
が、そこでのコミュニケーシ
ョンを大切にすることが、互
いを高め合うには有効であ
る。 

・教職員一人ひ 
とりに応じた 
働き方改革の 
実施による、
Well-being な
職場の構築 

 
 

①校務の ICT 化を図るなど、教職員一人
ひとりが業務改善の目標を定め実践
し、授業準備や生徒指導等に取り組む
時間を確保する。 

②笑いと心の余裕の生まれる職場づくり
が達成するように、業務改善として、
具体的な改善策を毎学期１回以上教職
員で共有する場面を設定する。 

①教職員一人ひとりが設定した業務改善の 
取組を実践することができている割合
が、前年度比（前年度９２％）で向上
したか。 

②ストレスチェック集団分析結果の仕事量 
 負担やコントロールの数値の健康リスク 

を、男女共に９０以下にする。（前年
度は男性が９０程、女性が１００超） 

①教職員一人ひとりが業務改善の目標を定
め実施をしたが、前年度９２％に対し
て、今年度は８１％となった。 

②成績処理の負担軽減、手紙配付のオンラ
イン化などの業務改善策を実施。ストレ
スチェックの健康リスクでは、男性が９
８、女性が９９。前年度よりリスクを減
少させた。 

 


